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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２. 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３. 当中間会計期間より、完成工事高の計上基準である工事進行基準の適用範囲を変更しております。この会計

方針の変更により、従来の方法によった場合に比べ売上高が6,648,879千円、経常利益、中間純利益が

158,257千円それぞれ増加しております。 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 6,791,608 9,248,083 16,579,386 27,551,485 24,223,922

経常利益又は経常損失（△） 

（千円) 
△519,466 △470,732 111,418 △515,264 △510,302

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（千円） 
△1,064,140 △473,632 100,798 △1,204,580 △517,302

持分法を適用した場合の投資

損益（千円） 
△7,474 △47,807 △52,177 2,815 2,443

資本金（千円） 1,690,000 1,690,000 1,690,000 1,690,000 1,690,000

発行済株式総数（株） 14,672,000 14,672,000 14,672,000 14,672,000 14,672,000

純資産額（千円） 13,394,020 12,773,694 12,737,691 13,313,432 12,740,987

総資産額（千円） 30,712,018 26,155,209 22,736,413 26,303,463 27,406,937

１株当たり純資産額（円） 915.08 872.74 870.31 909.59 870.51

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間（当期）純

損失金額（△）（円) 

△72.70 △32.36 6.89 △82.30 △35.34

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － 5.00 5.00 5.00

自己資本比率（％） 43.6 48.8 56.0 50.6 46.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
331,321 1,045,313 1,165,223 △1,429,272 △768,853

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△21,089 △45,880 239,266 △347,218 218,631

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△73,379 △73,327 △73,397 △73,522 △73,394

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
7,292,746 6,131,985 5,913,348 5,205,880 4,582,264

従業員数（人） 497 460 424 478 449



２【事業の内容】 

 当社の親会社である株式会社横河ブリッジは、平成19年８月1日の持株会社体制移行に伴い、株式会社横河ブリッ

ジホールディングスに商号を変更いたしました。また、当社と株式会社横河ブリッジホールディングスは、平成19年

10月１日に株式交換を行ない、当社は同社の完全子会社となりました。 

    株式会社横河ブリッジホールディングスは、当社を含めたグループ７社を統括する持株会社として、グループ戦略 

  を中心としたグループの経営管理を行なっております。 

   当社は、株式会社横河ブリッジホールディングスの子会社として、主として新設橋梁、鉄骨等鋼構造物の現場施工 

  及び既設橋梁の維持補修工事を手がけております。 

   グループ傘下の子会社である株式会社横河ブリッジ（旧株式会社横河ブリッジの事業承継会社）は、新設橋梁の設 

  計、製作並びに現場施工を行っており、当社は同社の一部工事について現場施工を請負っております。 

   当社の役員につきましては、現在、株式会社横河ブリッジの取締役、従業員それぞれ１名が当社の取締役、監査役 

  を兼任しており、株式会社横河ブリッジホールディングスの従業員２名が当社の監査役を兼任しております。 

   また、グループ傘下の子会社であり、当社の持分法適用会社である株式会社楢崎製作所は、北海道地区の新設橋梁 

  の設計・製作、現場施工を行なっております。 



３【関係会社の状況】 

 （注）１．株式会社横河ブリッジホールディングスは、平成19年８月１日に株式会社横河ブリッジから商号変更をして

おります。 

２．平成19年10月１日の株式交換により、当社は株式会社横河ブリッジホールディングスの完全子会社となり、

同日付で同社の当社議決権所有割合は100％となっております。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

（親会社） 

㈱横河ブリッジホー

ルディングス  

東京都港区  9,435 

グループ全体の戦

略策定ならびに経

営管理機能  

56.59 当社の親会社  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 424 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期のわが国経済は、ＩＴ関連産業の在庫調整に目処がたち、生産や輸出が持ち直すなど企業業績は好調を維

持し、設備投資も底堅く推移いたしました。しかし、米国のサブプライムロ－ン問題に起因する株価の下落、年金に

対する不信感などから個人消費は盛り上がりに欠け、景気は一部に弱さを見せながら回復を続けることとなりまし

た。 

 建設業界におきましては、都心部商業施設などの民間建設投資は、堅調でありましたものの、マンション、住宅建

設などは建築確認審査・検査の厳格化を柱とする改正建築基準法の影響もあって、やや減速し、公共投資も引き続き

低調であったため、総じて厳しい状況で推移いたしました。 

 このような環境下にありましたが、全社をあげて積極的な営業活動を展開し、受注量の確保に努めました結果、受

注高は土木工事97億8百万円（前年同期比1.1％減）、建築工事22億63百万円（同8.3％増）、合計では119億71百万円

（同0.6％増）となりました。 

  当中間期の主な受注工事といたしましては、土木工事では湾岸線行徳付近主桁連結（首都高速道路㈱）、荒津大橋

耐震補強（福岡北道路公社）、渚滑橋（北海道開発局）、天神峰ＰＣ橋（成田国際空港㈱）、陣原跨線道路橋（九州

旅客鉄道㈱）、諫早外環状線（㈱横河ブリッジ）、関空連絡橋防風柵（大鉄工業㈱）など、建築工事では大手町一丁

目再開発、上目黒一丁目再開発（以上、鹿島建設㈱）、丸の内パークビル（㈱竹中工務店）などの鉄骨工事がありま

す。 

 完成工事高につきましては、グル－プの会計処理の統一を図るため、当中間期から工事進行基準の適用範囲を拡大

しました結果、土木工事126億96百万円（前年同期比63.7％増）、建築工事38億82百万円（同159.9％増）、合計では

165億79百万円（同79.3％増）と、大幅な増収となりました。 

 損益につきましては、完成工事高の大幅な増加に加え、工事原価の低減や諸経費の削減等に努めました結果、経常

利益は１億11百万円（前年同期４億70百万円の経常損失）、中間純利益は１億円（同４億73百万円の中間純損失）と

なりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間期末の現金及び現金同等物は、前期末に比べ13億31百万円の増加（前中間期末比２億18百万円の減少）し、

59億13百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、11億65百万円の増加（前年同期は10億45百万円の増加）となりました。 

 これは主として、税引前中間純利益を計上できたことと、未成工事支出金などの支払いが減少したことによるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、２億39百万円の増加（前年同期は45百万円の減少）となりました。 

 これは主として、投資有価証券の売却によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、73百万円の減少（前年同期は73百万円の減少）となりました。 

 これは、配当金の支払いによるものであります。 

（注）「第２ 事業の状況」に記載した金額は消費税等抜きで表示しております。    



２【受注工事高及び施工高の状況】 

（１）提出会社の受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減があるものについては、当期受注工事高にそ

の増減額を含めております。したがって当期完成工事高にも、かかる増減額を含めております。 

２．次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高のうち施工高を推定したものであります。 

３．当期施工高は（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致します。 

工事別 
前期繰越工事
高（千円） 

当期受注工事
高（千円） 

計 
（千円） 

当期完成工事
高（千円） 

次期繰越工事高 

当期施工高 
（千円） 手持工事高 

（千円） 

うち施工高 

（％） （千円） 

土木 22,972,448 9,815,349 32,787,797 7,753,984 25,033,813 24.8 6,217,836 8,250,278

建築 5,350,170 2,089,607 7,439,777 1,494,099 5,945,678 51.6 3,065,437 3,200,815

計 28,322,618 11,904,956 40,227,574 9,248,083 30,979,491 30.0 9,283,273 11,451,093

工事別 
前期繰越工事
高（千円） 

当期受注工事
高（千円） 

計 
（千円） 

当期完成工事
高（千円） 

次期繰越工事高 

当期施工高 
（千円） 手持工事高 

（千円） 

うち施工高 

（％） （千円） 

土木 29,240,449 9,708,569 38,949,018 12,696,894 26,252,124 6.7 1,749,827 9,848,731

建築 5,942,975 2,263,043 8,206,018 3,882,492 4,323,526 20.0 865,499 1,595,154

計 35,183,424 11,971,612 47,155,036 16,579,386 30,575,650 8.6 2,615,326 11,443,885

工事別 
前期繰越工事
高（千円） 

当期受注工事
高（千円） 

計 
（千円） 

当期完成工事
高（千円） 

次期繰越工事高 

当期施工高 
（千円） 手持工事高 

（千円） 

うち施工高 

（％） （千円） 

土木 22,972,448 26,173,478 49,145,926 19,905,478 29,240,448 15.7 4,597,990 18,871,925

建築 5,350,170 4,911,249 10,261,419 4,318,444 5,942,975 53.1 3,152,836 6,112,560

計 28,322,618 31,084,727 59,407,345 24,223,922 35,183,423 22.0 7,750,826 24,894,485



（２）完成工事高について 

 当社は、主要事業である公共事業関連工事が官公庁の予算制度の関係から、年度末工期の工事が多く、 近３年間

の完成工事高についてみますと、上半期完成工事高は年間の24.7～38.4％に止まっております。ただし、当中間会計

期間より完成工事高の計上基準である工事進行基準の適用範囲の変更を行いましたため、今後につきましては、上半

期、下半期の完成工事高のアンバランスは縮小される見込みであります。 

 当中間会計期間は、この変更により従来の方法によった場合と比べ、完成工事高は6.648,879千円増加しておりま

す。 

（３）完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは次のとおりであります。 

前中間会計期間の請負金額３億円以上の主なもの 

当中間会計期間の請負金額３億円以上の主なもの 

区分 
完成工事高 

１年通期（千円）（Ａ） 上半期（千円）（Ｂ） (Ｂ)／(Ａ)（％） 

第45期 26,585,516 10,207,414 38.4 

第46期 27,551,485 6,791,608 24.7 

第47期 24,223,922 9,248,083 38.2 

第48期 － 16,579,386 － 

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

土木工事 1,676,590 6,077,394 7,753,984 

建築工事 － 1,494,099 1,494,099 

計 1,676,590 7,571,493 9,248,083 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

土木工事 4,733,775 7,963,119 12,696,894 

建築工事 － 3,882,492 3,882,492 

計 4,733,775 11,845,610 16,579,386 

発注者 工事名 

国土交通省  ２３号伊勢地区橋梁補修工事  

（株）横河ブリッジ 鴇波橋上部工事 

    〃 日暮里・舎人線その２８架設工事 

（株）横河ブリッジ他 つくば高架橋（その７）上部工事  

     〃 ＳＪ６３工区（３）高架橋架設工事 

発注者 工事名 

国土交通省  紀州大橋支承取替工事  

 中日本高速道路（株） 近畿自動車道西山川橋(鋼上部工)工事 

 埼玉県 昭和橋撤去工事 

（株）横河ブリッジ他 堀越(その３)工区架設工事  

 鹿島建設(株) 八重洲再開発北棟１期鉄骨工事 



２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及び割合は次のとおりであります。 

前中間会計期間 

当中間会計期間 

（４）手持工事高（平成19年９月30日現在） 

 （注） 手持工事のうち、請負金額５億円以上の主なものは次のとおりであります。 

 （株）横河ブリッジ 2,294百万円 24.8％ 

  鹿島建設（株）  932百万円 10.1％ 

 （株）横河ブリッジ 3,524百万円 21.3％ 

  鹿島建設（株） 2,218百万円 13.4％ 

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円） 

土木工事 12,425,851 13,826,272 26,252,124 

建築工事 － 4,323,526 4,323,526 

計 12,425,851 18,149,799 30,575,650 

発注者 工事名 完成予定年月 

 西日本高速道路（株） 第二京阪国道 寝屋川高架橋（鋼上部工）工事 平成21年６月 

    〃 第二京阪国道 門真高架橋西 (鋼上部工) 工事   平成22年３月  

 首都高速道路（株） かつしかハープ橋耐震補強工事  平成21年７月 

    〃 湾岸線行徳付近主桁連結工事  平成21年８月 

 北海道開発局 日高自動車道 沙流川橋上部工工事 平成21年３月   

 九州旅客鉄道 (株) 黒崎・陣原間陣原跨線道路橋新設他 平成20年８月 



３【対処すべき課題】 

 当社は、平成19年10月１日に株式会社横河ブリッジホールディングスとの株式交換により同社の完全子会社となり

ました。今後は、株式会社横河ブリッジホールディングスグループの一員として、社会インフラ整備への貢献を通じ

て企業としての社会的使命を果たすとともに、保全工事、コンクリート関連事業への取組みを強化し、工事原価の圧

縮と諸経費の削減による業績の確保により、グループの一層の発展に努めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

（親会社との株式交換契約の締結） 

 当社と親会社である株式会社横河ブリッジ（平成19年８月１日に株式会社横河ブリッジホールディングスに商号変

更）は、持株会社体制へ移行するため、平成19年５月21日に株式交換契約を締結いたしました。 

    株式交換の主な概要は、以下のとおりであります。 

  (1) 株式交換の内容 

      株式会社横河ブリッジホールディングスを完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換 

  (2) 株式交換の日 

      平成19年10月１日 

  (3) 株式交換の方法 

     株式交換比率につきましては、株式交換の効力発生日の前日の当社の 終株主名簿に記録または記載された当 

    社の株主に対し、その所有する当社の普通株式１株に対して、株式会社横河ブリッジホールディングスの普通株 

       式０．７３株の割合をもって割当交付します。 

   (4) 株式交換比率の算定根拠 

        当社および株式会社横河ブリッジは、両社株式がともに上場されていることから、市場株価平均法を基礎とし 

    て算定することを相当と認め、また、当社が第３者機関として株式交換比率の算定を依頼した株式会社ＧＭＤコ 

       ーポレートファイナンスから提出を受けた算定結果を参考に、両社の財務状況、業績動向、株価動向等の要因を 

       勘案し、当事者間で協議し株式交換比率を決定しました。 

  (5) 株式会社横河ブリッジホールディングスの概要 

       ①商 号  株式会社横河ブリッジホールディングス 

    ②住 所  東京都港区芝浦四丁目4番44号 

       ③代表者  代表取締役社長 佐々木 恒容 

       ④事業内容 グループ全体の戦略策定ならびに経営管理機能 

       ⑤資本金  9,435 百万円（平成19年9月30日現在） 

       ⑥純資産 40,309 百万円（平成19年9月30日現在） 

       ⑦総資産 42,660 百万円（平成19年9月30日現在） 

（親会社との契約） 

   ①経営管理契約書 

    当社は、株式会社横河ブリッジホールディングスの完全子会社となったことに伴ない、同社より経営に関する管理

    及び指導を受けることについて経営管理契約書を締結しております。 

②工事請負基本契約書 

 当社の親会社である株式会社横河ブリッジが持株会社体制に移行したことに伴ない、当社の親会社は、株式会社横

河ブリッジホールディングスとなりました。従いまして、当社と親会社との橋梁事業に関する取引はなくなりまし

た。 

 なお、当社とグループ傘下の株式会社横河ブリッジ（旧株式会社横河ブリッジの承継会社）は、平成19年10月１日

に新たに工事請負基本契約書を締結しております。 



５【研究開発活動】 

 当社は、技術開発室を中心として構造物の設計、施工および維持管理に関する新工法・新機材・計算ソフトの開発

並びに安全性の向上、省力化を目指した研究開発に取り組んでおり、当中間会計期間の研究開発費は23百万円となっ

ております。 

 当中間会計期間の主要な研究開発は以下のとおりであります。 

○継続して研究開発しているもの 

①架設計算システムの研究開発 

 当社独自のノウハウに基づく計画支援プログラムは、設計・計画・施工の業務を遂行する上で大きな武器となっ 

ており、これらの機能を向上させる作業は重要な継続業務であります。現在は主にコンクリート構造物に関する架設

計算システムの新規開発を進めております。    

②架設用機材の合理化 

 より安全で経済性に優れ、組立解体の容易な架設用機材の研究を行い、保有機材のユニット化や改良を含めた合理

化および開発を継続的に進めております。 

③架設工法の適用拡大 

 横河ブリッジホールディングスの事業会社として、他の事業会社技術部門との共同研究を行い、施工性や経済性を

高めた橋梁構造および架設工法の研究を進めております。特に今期は部材回転架設工法を実橋に適用し、鋼橋の適用

拡大に取り組んでおります。 

④コンクリートの品質向上等に関する実験的研究 

    大規模現場に義務付けられている生コンクリートの単位水量計測に関して，数種類の計測法について施工性や精度

    確認のためのキャリブレーション実験を進めております。 

○当中間会計期間に新たに研究開発を始めたもの 

  コンクリートの品質向上等に関する実験的研究 

   コンクリート壁高欄におけるひび割れ誘発目地に関する実験，解析を開始しました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません

が、新たに以下の設備について更新、拡充を計画しました。 

  

   重要な設備の新設等 

 (注) 計画期間は、平成20年３月までとしております。 

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 

 資金調達方法 
総額 
(千円) 

既支払額 
(千円) 

利根機材センタ－  茨城県古河市  機材センタ－用土地 70,000 －   自己資金 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  (注)  東京証券取引所については、平成19年８月９日に上場廃止の申請を行い、同年９月25日に上場廃止となってお 

     ります。 

(2）【新株予約権等の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 34,700,000 

計 34,700,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年12月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 14,672,000 同左  － 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 14,672,000 同左  － － 



(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5)【大株主の状況】 

 (注)１. 前事業年度末に主要株主であった株式会社横河ブリッジは、平成19年８月１日に株式会社横河ブリッジホール 

     ディングスに商号変更をしております。 

   ２. 前事業年度末に大株主であった横河工事従業員持株会は、平成19年９月25日に当社の東京証券取引所第二部上 

     場廃止後、横河ブリッジホールディングス従業員持株会と統合しております。 

年月日 
発行済株式総 
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  

  

－ 14,672,000 － 1,690,000 － 3,365,402 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社横河ブリッジホール

ディングス  (注)１ 
 東京都港区芝浦４丁目４番44号 8,275 56.40 

片山ストラテック株式会社 大阪府大阪市大正区南恩加島６丁目２番21号 435 2.96 

横河ブリッジホールディング

ス従業員持株会  (注)２ 
東京都港区芝浦４丁目４番44号 405 2.76 

シージーエムエフピー－ ピ

ーシーエフ エクイティー 

(常任代理人 シティバンク

銀行株式会社) 

1209 ORANGE STREET WILMINGTON 

DELAWARE 19801 USA  

(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

379 2.58 

三菱ＵＦＪ証券株式会社  東京都千代田区丸の内２丁目４番１号  263 1.79 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号  261 1.78 

株式会社みずほコーポレート

銀行 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス 

タワーＺ棟 

254 1.73 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 250 1.71 

中央三井信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 217 1.48 

大和ハウス工業株式会社 大阪府大阪市北区梅田３丁目3番5号 217 1.48 

計  － 10,963 74.72 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議 

   決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。     

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注）１. 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

     ２. 平成19年９月25日付で上場廃止したことに伴い、 終取引日である平成19年９月21日までの株価について 

       記載しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  退任役員 

  (注)  代表取締役会長 廣田和彦は、平成19年10月１日付で当社代表取締役会長を辞任し、株式会社横河ブリッジ 

     ホールディングス取締役相談役に就任しております。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式         36,200 
－ 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式     14,624,400 146,244 同上 

単元未満株式 普通株式         11,400 － 同上 

発行済株式総数 14,672,000 － － 

総株主の議決権 － 146,244 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

横河工事株式会社 
東京都豊島区西巣鴨

４丁目１４番５号 
36,200 － 36,200 0.25 

計 － 36,200 － 36,200 0.25 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 477 487 545 545 507 520 

低（円） 413 424 471 449 461 485 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役会長(代表取締役)         廣田 和彦 平成19年10月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準

じて記載しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人保森会計事務所による中間監査を受け

ております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。  



 【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

現金預金   5,129,794     4,908,344     4,079,012    

受取手形 ※３  893,573     1,261,937     1,355,980    

完成工事未収入金   2,175,802     5,464,019     5,862,961    

有価証券   1,002,190     1,005,003     503,251    

未成工事支出金   9,314,774     2,515,314     7,918,310    

その他 ※２  808,321     1,568,795     1,334,394    

貸倒引当金   △16,300     △34,000     △18,700    

流動資産合計     19,308,157 73.8   16,689,415 73.4   21,035,211 76.8 

Ⅱ 固定資産                    

有形固定資産 ※１                  

建物・構築物   1,408,893     1,311,023     1,364,198    

土地   2,404,890     2,395,261     2,400,075    

その他   661,209     615,879     588,548    

計   4,474,992     4,322,164     4,352,823    

無形固定資産   87,176     35,798     31,892    

投資その他の資産   2,358,492     1,762,764     2,060,520    

貸倒引当金   △73,610     △73,730     △73,510    

固定資産合計     6,847,052 26.2   6,046,997 26.6   6,371,725 23.2 

資産合計     26,155,209 100.0   22,736,413 100.0   27,406,937 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

支払手形   3,023,700     2,992,200     3,514,000    

工事未払金   2,368,506     2,502,424     3,288,887    

未払法人税等   26,191     24,256     22,063    

未成工事受入金   5,532,129     2,205,743     5,419,531    

賞与引当金   330,000     450,000     300,000    

役員賞与引当金    －     10,000     －    

完成工事補償引当
金   27,000     21,000     22,000    

工事損失引当金    293,537     99,509     239,425    

その他 ※２  487,604     718,109     580,107    

流動負債合計     12,088,670 46.2   9,023,243 39.7   13,386,015 48.8 

Ⅱ 固定負債                    

退職給付引当金   941,854     595,057     903,814    

役員退職慰労引当
金   310,130     340,060     335,760    

預り保証金   40,860     40,360     40,360    

固定負債合計     1,292,844 5.0   975,477 4.3   1,279,934 4.7 

負債合計     13,381,514 51.2   9,998,721 44.0   14,665,949 53.5 

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

 （純資産の部）                    
 Ⅰ 株主資本                    
  資本金     1,690,000 6.5   1,690,000 7.4   1,690,000 6.1 

  資本剰余金                    
   資本準備金   3,365,402     3,365,402     3,365,402    
   資本剰余金合計     3,365,402 12.9   3,365,402 14.8   3,365,402 12.3 

  利益剰余金                    
   利益準備金   313,543     313,543     313,543    
   その他利益剰余金                    
    特別償却準備金   8,835     －     2,358    
    別途積立金   9,100,000     9,100,000     9,100,000    
    繰越利益剰余金   578,010     577,751     544,296    
   利益剰余金合計     10,000,389 38.2   9,991,295 44.0   9,960,198 36.3 

  自己株式      △13,491 △0.1   △13,774 △0.1   △13,558 △0.0 

   株主資本合計     15,042,299 57.5   15,032,923 66.1   15,002,042 54.7 

                     

 Ⅱ 評価・換算差額等                    
 その他有価証券評価 

 差額金 
    166,784 0.6   147,116 0.6   177,813 0.7 

 土地再評価差額金     △2,435,389 △9.3   △2,442,348 △10.7   △2,438,868 △8.9 

評価・換算差額等合計     △2,268,605 △8.7   △2,295,231 △10.1   △2,261,055 △8.2 

 純資産合計     12,773,694 48.8   12,737,691 56.0   12,740,987 46.5 

 負債純資産合計     26,155,209 100.0   22,736,413 100.0   27,406,937 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高                    

完成工事高     9,248,083 100.0   16,579,386 100.0   24,223,922 100.0 

Ⅱ 売上原価                    

完成工事原価     8,806,662 95.2   15,652,163 94.4   23,021,686 95.1 

完成工事総利益     441,421 4.8   927,222 5.6   1,202,235 4.9 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費     930,939 10.1   874,572 5.3   1,748,868 7.2 

営業利益(△営業損
失)     △489,518 △5.3   52,650 0.3   △546,633 △2.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１   23,132 0.2   68,608 0.4   46,496 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   4,346 0.0   9,841 0.0   10,165 0.0 

経常利益(△経常損
失)     △470,732 △5.1   111,418 0.7   △510,302 △2.1 

Ⅵ 特別利益 ※３   2,100 0.0   1,000 0.0   5,000 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   － －   4,620 0.0   － － 

税引前中間純利益
(△税引前中間(当
期)純損失) 

    △468,632 △5.1   107,798 0.7   △505,302 △2.1 

法人税、住民税及
び事業税     5,000 0.0   7,000 0.1   12,000 0.0 

中間純利益(△中間
(当期)純損失)     △473,632 △5.1   100,798 0.6   △517,302 △2.1 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余金
合計 

特別償却
準備金 

別途積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,690,000 3,365,402 313,543 15,312 10,600,000 △387,023 10,541,833 △13,347 15,583,887 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当(注）           △73,183 △73,183   △73,183 

中間純損失           △473,632 △473,632   △473,632 

自己株式の取得               △144 △144 

別途積立金の取崩し(注）         △1,500,000 1,500,000 －   － 

特別償却準備金の取崩し(注）        △6,477   6,477 －   － 

土地再評価差額金の取崩し            5,372 5,372   5,372 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － △6,477 △1,500,000 965,033 △541,444 △144 △541,587 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,690,000 3,365,402 313,543 8,835 9,100,000 578,010 10,000,389 △13,491 15,042,299 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
159,561 △2,430,017 △2,270,455 13,313,432 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当(注）       △73,183 

中間純損失       △473,632 

自己株式の取得       △144 

別途積立金の取崩し(注）       － 

特別償却準備金の取崩し(注）        － 

土地再評価差額金の取崩し        5,372 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
7,222 △5,372 1,850 1,850 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
7,222 △5,372 1,850 △539,737 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
166,784 △2,435,389 △2,268,605 12,773,694 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余金
合計 

特別償却
準備金 

別途積立金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,690,000 3,365,402 313,543 2,358 9,100,000 544,296 9,960,198 △13,558 15,002,042 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当           △73,181 △73,181   △73,181 

中間純利益           100,798 100,798   100,798 

自己株式の取得               △216 △216 

特別償却準備金の取崩し        △2,358   2,358 －   － 

土地再評価差額金の取崩し            3,479 3,479   3,479 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － △2,358 － 33,455 31,096 △216 30,880 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,690,000 3,365,402 313,543 － 9,100,000 577,751 9,991,295 △13,774 15,032,923 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
177,813 △2,438,868 △2,261,055 12,740,987 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △73,181 

中間純利益       100,798 

自己株式の取得       △216 

特別償却準備金の取崩し        － 

土地再評価差額金の取崩し        3,479 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△30,696 △3,479 △34,176 △34,176 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△30,696 △3,479 △34,176 △3,295 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
147,116 △2,442,348 △2,295,231 12,737,691 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

      なお、「特別償却準備金の取崩し」については当期末に処理した6,477千円を含めて 

   記載しております。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余金
合計 

特別償却
準備金 

別途積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,690,000 3,365,402 313,543 15,312 10,600,000 △387,023 10,541,833 △13,347 15,583,887 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当(注）           △73,183 △73,183   △73,183 

当期純損失           △517,302 △517,302   △517,302 

自己株式の取得               △210 △210 

別途積立金の取崩し(注）         △1,500,000 1,500,000 －   － 

特別償却準備金の取崩し(注）        △12,954   12,954 －   － 

土地再評価差額金の取崩し            8,851 8,851   8,851 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － △12,954 △1,500,000 931,319 △581,634 △210 △581,844 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,690,000 3,365,402 313,543 2,358 9,100,000 544,296 9,960,198 △13,558 15,002,042 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
159,561 △2,430,017 △2,270,455 13,313,432 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当(注）       △73,183 

当期純損失       △517,302 

自己株式の取得       △210 

別途積立金の取崩し(注）       － 

特別償却準備金の取崩し(注）        － 

土地再評価差額金の取崩し        8,851 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
18,252 △8,851 9,400 9,400 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
18,252 △8,851 9,400 △572,444 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
177,813 △2,438,868 △2,261,055 12,740,987 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税引前中間純利益
(△中間(当期)純損
失） 

  △468,632 107,798 △505,302 

減価償却費   186,859 138,305 374,558 

貸倒引当金の増加額
(△減少額) 

  △2,100 15,400 200 

賞与引当金の増加額
(△減少額) 

  － 150,000 △30,000 

役員賞与引当金の増
加額  

  － 10,000 － 

完成工事補償引当金
の減少額 

  － △1,000 △5,000 

工事損失引当金の増
加額(△減少額)  

  18,581 △139,916 △35,530 

退職給付引当金の減
少額 

  △29,332 △308,756 △67,372 

役員退職慰労引当金
の増加額 

  7,590 4,300 33,220 

投資有価証券の売却
益  

  － △30,200 － 

投資有価証券の償還
損  

  － － 1,470 

諸会員権の評価損   － 4,620 400 

有形固定資産売却
益  

  △1,758 － △1,682 

有形固定資産の売却
損  

  － 306 － 

有形固定資産廃却損   1,091 2,699 12,097 

受取利息及び受取配
当金 

  △10,116 △17,121 △20,892 

支払利息   1,739 3,362 4,632 

売上債権の減少額
(△増加額) 

  3,348,014 492,984 △801,551 

未成工事支出金等の
減少額（△増加額） 

  △2,462,361 5,404,865 △1,066,072 

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  △807,814 △1,308,262 602,866 

未成工事受入金の増
加額（△減少額） 

  1,169,797 △3,213,787 1,057,198 

未払消費税等の増加
額（△減少額） 

  △201,753 187,694 △74,632 

その他の営業活動に

よる収入（△支出） 
  294,267 △344,596 △249,353 

小計   1,044,071 1,158,695 △770,748 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受
取額 

  10,116 17,121 20,892 

利息の支払額   △1,739 △3,362 △4,632 

法人税等の支払額   △7,135 △7,231 △14,366 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,045,313 1,165,223 △768,853 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

有形固定資産の取得
による支出 

  △53,025 △50,256 △99,872 

有形固定資産の売却
による収入 

  14,385 6,123 20,804 

無形固定資産の取得
による支出 

  △8,548 △7,997 △10,236 

投資有価証券の取得
による支出 

  △301,384 △600 △301,987 

投資有価証券の売却
による収入 

  300,000 230,200 600,000 

貸付金による支出    － △8,000 － 

貸付金の回収による
収入 

  2,920 2,640 4,755 

その他の投資活動に
よる支出 

  △1,718 △908 △1,718 

その他の投資活動に
よる収入 

  1,489 68,065 6,885 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △45,880 239,266 218,631 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

配当金の支払額   △73,183 △73,181 △73,183 

自己株式の取得によ
る支出 

  △144 △216 △210 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △73,327 △73,397 △73,394 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － △8 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  926,104 1,331,083 △623,616 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  5,205,880 4,582,264 5,205,880 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 6,131,985 5,913,348 4,582,264 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

①満期保有目的の債券 

(1）有価証券 

①満期保有目的の債券 

(1）有価証券 

①満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額法）を採用し 

 ております。 

同左 同左 

  ②関連会社株式 ②関連会社株式 ②関連会社株式 

    移動平均法による原価法を採用 

 しております。 

同左 同左 

  ③その他有価証券 ③その他有価証券 ③その他有価証券 

   時価のあるもの  時価のあるもの  時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等に基づ 

 く時価法（評価差額は全部純資産 

 直入法により処理し、売却原価は 

 移動平均法により算定）を採用し 

 ております。 

同左   決算日の市場価格等に基づく時 

 価法(評価差額は全部純資産直入法

 により処理し、売却原価は移動平 

 均法により算定）を採用しており 

 ます。 

   時価のないもの  時価のないもの   

    移動平均法による原価法を採用 

 しております。 

同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  ①未成工事支出金 ①未成工事支出金 ①未成工事支出金 

    個別法による原価法を採用して 

 おります。 

同左 同左 

  ②材料貯蔵品 ②材料貯蔵品 ②材料貯蔵品 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

    なお、主な耐用年数は以下のと 

 おりであります。 

建物     12～50年 

機械装置   ７～14年 

  

  

  

 

      (会計方針の変更) 

   法人税法の改正に伴い、当中間会

 計期間より、平成19年４月１日以降

 に取得した有形固定資産について、

 改正後の法人税法に基づく減価償却

 の方法に変更しております。 

  これにより営業利益、経常利益及

 び税引前中間純利益は、それぞれ 

 1,848千円減少しております。 

  (追加情報) 

    法人税法改正に伴い、平成19年３

 月31日以前に取得した資産について

 は、改正前の法人税法に基づく減価

 償却の方法の適用により取得価額の

 ５%に到達した事業年度の翌事業年 

 度より、取得価額の５%相当額と備 

 忘価額との差額を５年間にわたり均

 等償却し、減価償却費に含めて計上

 しております。 

  これにより、営業利益、経常利益

 及び税引前中間純利益は、それぞれ

 16,714千円減少しております。 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   (2）無形固定資産  (2）無形固定資産  (2）無形固定資産 

    定額法を採用しております。な 

 お、自社利用のソフトウェアにつ 

 いては、社内における利用可能期 

 間（５年）に基づく定額法を採用 

 しております。 

同左 同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   均等償却によっております。 同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

    債権の貸倒による損失に備える 

 ため、一般債権については貸倒実 

 績率により、貸倒懸念債権等特定 

 の債権については個別に回収可能 

 性を勘案し、回収不能見込額を計 

 上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

    従業員賞与の支給に備えるた 

 め、将来の支給見込額のうち当中 

 間会計期間の負担額を計上してお 

 ります。 

同左   従業員賞与の支給に備えるた 

 め、将来の支給見込額のうち当期 

 の負担額を計上しております。 

  (3）役員賞与引当金 (3）役員賞与引当金 (3）役員賞与引当金 

        ─────   役員賞与の支給に備えるため、将

 来の支給見込額のうち当中間会計期

 間の負担額を計上しております。 

   なお、当中間会計期間において支

 給見込額が発生したため、当中間会

 計期間より計上しております。 

  これにより、販売費及び一般管理

 費が10,000千円増加し、営業利益、

 経常利益及び税引前中間純利益がそ

 れぞれ同額減少しております。 

      ───── 

  (4）完成工事補償引当金 (4）完成工事補償引当金  (4）完成工事補償引当金 

    完成工事に係るかし担保の費用 

 に備えるため、当中間会計期間末 

 に至る１年間の完成工事高に対す 

 る将来の見積補償額に基づいて計 

 上しております。 

同左   完成工事に係るかし担保の費用 

 に備えるため、完成工事高に対す 

 る将来の見積補償額に基づいて計 

 上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5) 工事損失引当金   (5) 工事損失引当金   (5) 工事損失引当金  

    受注工事に係る将来の損失に備 

 えるため、当中間会計期間末にお 

 ける手持工事の損失見込額を計上 

 しております。 

  （表示方法の変更） 

  受注工事に係る手持工事の損失 

 見込額につきましては、前事業年 

 度までは当該工事の未成工事支出 

 金から控除し、損失見込額が未成 

 工事支出金を上回る部分について 

 は、工事損失引当金として負債の 

 部に計上しておりましたが、当中 

 間会計期間末より損失見込額の全 

 額を工事損失引当金として計上す 

 ることといたしました。前中間会 

 計期間末の損失見込額のうち未成 

 工事支出金から控除した金額は、 

 260,323千円であります。 

  また、従来の方法によった場合 

 に比べ、当中間会計期間末は、未 

 成工事支出金及び工事損失引当金 

 がそれぞれ206,005千円増加して 

 おります。  

  受注工事に係る将来の損失に備え

 るため、当中間会計期間末における

 手持工事の損失見込額を計上してお

 ります。 

           ───── 

   受注工事に係る将来の損失に備 

 えるため、当事業年度末における 

 手持工事の損失見込額を計上して 

 おります。 

  (表示方法の変更) 

  受注工事に係る手持工事の損失 

 見込額につきましては、前事業年 

 度までは当該工事の未成工事支出 

 金から控除し、損失見込額が未成 

 工事支出金を上回る部分について 

 は、工事損失引当金として負債の 

 部に計上しておりましたが、当期 

 より損失見込額の全額を工事損失 

 引当金として計上することといた 

 しました。前期末の損失見込額の 

 うち未成工事支出金から控除した 

 金額は、171,430千円であります。

  また、従来の方法によった場合 

 に比べ、当事業年度末は、未成工 

 事支出金および工事損失引当金が 

 それぞれ78,152千円増加しており 

 ます。 

  (6）退職給付引当金 (6）退職給付引当金 (6）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるた 

 め、当事業年度末における退職給 

 付債務および年金資産の見込額に 

 基づき、当中間会計期間末におい 

 て発生していると認められる額を 

 計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異（差 

 益150,357千円）については、10年

 による均等額を費用から控除し、 

 処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年 

 度の発生時における従業員の平均 

 残存勤務期間以内の一定の年数 

 （10年）による定率法により按分 

 した額を発生の翌事業年度から費 

 用処理することとしております。 

  また、過去勤務債務は、その発 

 生時の従業員の平均残存勤務期間 

 以内の一定の年数（10年）による 

 定額法により費用処理することと 

 しております。 

同左   従業員の退職給付に備えるた 

 め、当事業年度末における退職給 

 付債務および年金資産の見込額に 

 基づき計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異（差 

 益150,357千円）については、10年

 による均等額を費用から控除し、 

 処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年 

 度の発生時における従業員の平均 

 残存勤務期間以内の一定の年数 

 （10年）による定率法により按分 

 した額をそれぞれ発生の翌事業年 

 度から費用処理することとしてお 

 ります。 

  また、過去勤務債務は、その発 

 生時の従業員の平均残存勤務期間 

 以内の一定の年数（10年）による 

 定額法により費用処理することと 

 しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (7）役員退職慰労引当金 (7）役員退職慰労引当金 (7）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備え 

 るため、会社内規に基づく当中間 

 会計期間末要支給額を計上してお 

 ります。 

同左   役員の退職慰労金の支出に備え 

 るため、会社内規に基づく当事業 

 年度末要支給額を計上しておりま 

 す。 

４．完成工事高の計上基準   完成工事高の計上は工事完成基 

 準によっておりますが、①工期が 

 １年以上、②請負金額が10億円以 

 上、③期末における工事進捗率が 

 30％以上の３条件すべてを満たす 

 工事に関して、工事進行基準を適 

 用しております。 

  なお、工事進行基準によった完 

 成工事高は、2,022,888 千円であ 

 ります。 

  完成工事高の計上は工事完成基準

 によっておりますが、①工期が１年

 以上、②請負金額が１億円以上のす

 べての工事に関して、工事進行基準

 を適用しております。  

  

  

 なお、工事進行基準によった完成工

事高は、8,644,485千円であります。 

  完成工事高の計上は工事完成基 

 準によっておりますが、①工期が 

 １年以上、②請負金額が10億円以 

 上、③期末における工事進捗率が 

 30％以上の３条件すべてを満たす 

 工事に関して、工事進行基準を適 

 用しております。 

  なお、工事進行基準によった完 

 成工事高は、3,925,887 千円であ 

 ります。 

      (会計方針の変更) 

  当中間会計期間より、工事進行基

 準の適用範囲を従来の①工期が１年

 以上、② 請負金額が10億円以上、 

 ③期末における工事進捗率30％以上

 から①工期が１年以上、②請負金額

 が１億円以上に変更しております。

  この変更は、工事進行基準の適用

 範囲の拡大による、より合理的な期

 間損益計算の要求に対応するととも

 に、親会社の会計処理との統一をは

 かるために行ったものであります。

  従来の方法によった場合に比べ、

 完成工事高が6,648,879千円、営業 

 利益、経常利益および税引前中間純

 利益が158,257千円それぞれ増加し 

 ております。 

 

５．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移 

 転すると認められるもの以外のフ 

 ァイナンス・リース取引について 

 は、通常の賃貸借取引に係る方法 

 に準じた会計処理によっておりま 

 す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

  中間キャッシュ・フロ－計算書 

 における現金及び現金同等物は、 

 手許現金、随時引き出し可能な預 

 金及び有価証券のうち僅少なリス 

 クで、随時換金可能なまたは取得 

 日から３ヶ月以内に償還期限の到 

 来する短期投資からなっておりま 

 す。 

同左   キャッシュ・フロ－計算書にお 

 ける現金及び現金同等物は、手許 

 現金、随時引き出し可能な預金及 

 び有価証券のうち僅少なリスク 

 で、随時換金可能なまたは取得日 

 から３ヶ月以内に償還期限の到来 

 する短期投資からなっておりま 

 す。 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処 

 理は税抜き方式によっておりま 

 す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

 会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純 

 資産の部の表示に関する会計基準」（企業  

 会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

 会計基準等の適用指針」（企業会計基準適  

 用指針第８号 平成17年12月９日）を適用 

 しております。従来の資本の部の合計に相 

 当する金額は12,773,694千円であります。 

   なお、当中間会計期間における中間貸借 

 対照表の純資産の部については、中間財務 

 諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財 

 務諸表等規則により作成しております。  

  

        ───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

 会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。従来の資本の部の合計に相当す

る金額は12,740,987千円であります。 

   なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。  

   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

１．※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 

（千円）

7,589,517

（千円）

7,691,067

（千円）

7,618,179

２．※２ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ金額的重要性が乏

しいため、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ金額的重要性が乏 

しいため、流動負債の「その他」 

に含めて表示しております。 

─────  

        

３．※３ (中間)期末日満期 

         手形  

   中間期末日満期手形の会計処理 

 は、手形交換日をもって決済処理 

 しております。なお、当中間会計 

 期間の末日は金融機関の休日であ 

 ったため、次の中間期末日満期手 

 形が中間期末残高に含まれており 

 ます。 

  受取手形    89,936千円 

  

  

   中間期末日満期手形の会計処理 

 は、手形交換日をもって決済処理 

 しております。なお、当中間会計 

 期間の末日は金融機関の休日であ 

 ったため、次の中間期末日満期手 

 形が中間期末残高に含まれており 

 ます。 

  受取手形     56,046千円 

  

  

 期末日満期手形の会計処理は、 

手形交換日をもって決済処理して 

おります。なお、当事業年度の末 

日は金融機関の休日であったため 

次の期末日満期手形が期末残高に 

含まれております。 

  受取手形      99,956千円  



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．減価償却実施額 （千円） （千円） （千円）

有形固定資産 127,700 134,214 258,426 

無形固定資産 59,158 4,090 116,131 

２．※１ 営業外収益のうち

主なもの （千円） （千円） （千円）

受取利息配当金 10,116 17,121 20,892 

投資有価証券売却益 － 30,200 － 

作業屑売却益 5,991 13,807 11,572 

３．※２ 営業外費用のうち

主なもの （千円） （千円） （千円）

支払利息 1,739 3,362 4,632 

為替差損  1,335 6,102 4 

固定資産廃却損 529 70 3,001 

４．※３ 特別利益のうち主

なもの （千円） （千円） （千円）

前期損益修正益 2,100 1,000 5,000 

５．※４ 特別損失のうち主

なもの （千円） （千円） （千円）

諸会員権評価損 － 4,620 － 

６．売上高の季節的変動  当社の売上高は、主要事業であ

る公共事業関連工事が官公庁の予

算制度の関係から、工期が年度末

に集中するため、事業年度の上半

期の売上高と下半期の売上高との

間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があり

ます。 

 従来、当社の売上高は、主要事

業である公共事業関連工事が官公

庁の予算制度の関係から、年度末

工期の工事が多く、事業年度の上

半期の売上高と下半期の売上高と

の間に著しい相違があり、上半期

と下半期の業績に季節的変動があ

りました。 

 なお、当中間会計期間より完成

工事高の計上基準である工事進行

基準の適用範囲の変更を行なった

ため、今後につきましては、上半

期、下半期の完成工事高のアンバ

ランスは縮小される見込みであり

ます。 

───── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

      前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式数の増加341株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  

  ２．配当に関する事項 

    配当金支払額 

      当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式数の増加430株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  ２．配当に関する事項 

   (1) 配当金支払額 

  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 14,672,000 － － 14,672,000 

合計 14,672,000 － － 14,672,000 

自己株式        

普通株式 （注） 35,286 341 － 35,627 

合計 35,286 341 － 35,627 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 73,183 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 14,672,000 － － 14,672,000 

合計 14,672,000 － － 14,672,000 

自己株式        

普通株式 （注） 35,783 430 － 36,213 

合計 35,783 430 － 36,213 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 73,181 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



     (2)  基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間後となるもの 

      前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式数の増加497株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  ２．配当に関する事項 

   (1)配当金支払額 

    (2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月９日 

取締役会 
普通株式 73,178 利益剰余金 5 平成19年９月30日 平成19年12月７日

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 14,672,000 － － 14,672,000 

合計 14,672,000 － － 14,672,000 

自己株式        

普通株式 （注） 35,286 497 － 35,783 

合計 35,286 497 － 35,783 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 73,183 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 73,181 利益剰余金  5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日）  

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

 ※ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

 ※ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金預金 5,129,794 

有価証券のうち僅少

なリスクで随時換金

可能な又は取得日か

ら３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期

投資 

1,002,190 

現金及び現金同等物 6,131,985 

  （千円）

現金預金 4,908,344 

有価証券のうち僅少

なリスクで随時換金

可能な又は取得日か

ら３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期

投資 

1,005,003 

現金及び現金同等物 5,913,348 

  （千円）

現金預金 4,079,012 

有価証券のうち僅少

なリスクで随時換金

可能な又は取得日か

ら３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期

投資 

503,251 

現金及び現金同等物 4,582,264 



（リース取引関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日）及び前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  当社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は、リース契

 約１件当たりの金額が少額なため記載しておりません。   

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 276,713 558,371 281,658 

債券  300,720 300,270 △450 

合計 577,433 858,641 281,208 

 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 

（1）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 1,002,190 

非上場株式 200,000 

（2）関連会社株式   

非上場株式 153,000 

合計 1,355,190 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 277,917 525,965 248,047 

 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 

（1）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 1,005,003 

（2）関連会社株式   

非上場株式 153,650 

合計 1,158,653 



前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 

平成19年９月30日）及び前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

（注）重要性の認められる関連会社の持分法損益等について記載しております。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 277,316 577,120 299,803 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

（1）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 503,251 

非上場株式 200,000 

（2）関連会社株式   

非上場株式 153,650 

合計 856,901 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

関連会社に対する投資の金額   

（千円）  
147,000 147,000 147,000 

持分法を適用した場合の投資の金額

（千円） 
75,469 73,543 125,720 

持分法を適用した場合の投資利益(△

損失）の金額（千円） 
△47,807 △52,177 2,443 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 872.74円 870.31円 870.51円 

１株当たり中間(当期）

純利益金額(△純損失) 
△32.36円 6.89円 △35.34円 

   なお、潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益金額

については、１株当たり中

間純損失であり、また潜在

株式が存在しないため記載

しておりません。 

 なお、潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益金額

については、潜在株式が存

在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額

については、１株当たり当

期純損失であり、また潜在

株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期）純利益(△純損失)（千円） △473,632 100,798 △517,302 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期）純損失（千

円） 
△473,632 100,798 △517,302 

期中平均株式数（千株） 14,636 14,635 14,636 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

      ──────  株式会社横河ブリッジホールディン

グスとの株式交換について 

 当社と株式会社横河ブリッジホール

ディングスは、平成19年10月１日に同

社株式と当社株式との株式交換を行な

いました。 

 この結果、当社は株式会社横河ブリ

ッジホールディングスの完全子会社と

なりました。なお、これに先立ち、当

社の普通株式は平成19年９月25日をも

って東京証券取引所第二部を上場廃止

となっております。 

１．株式会社横河ブリッジとの株式

交換について  

 当社と親会社である株式会社横河ブ

リッジ（以下、「横河ブリッジ」とい

います。）は、建設業界における市場

の縮小、価格競争の激化等大きく変化

している事業環境に対応するため、株

式交換等の方法により持株会社体制へ

移行することにより、両社の保有する

経営資源とグループ各社の経営資源を

一元化し、事業環境に適応すべく再配

分することにより、横河ブリッジグル

ープ全体の企業価値の向上を図ること

を目的に、平成19年4月9日開催の両社

の取締役会において基本合意書を承認

し、同日基本合意書を締結いたしまし

た。 

それに基づき、当社と横河ブリッジ

は、平成19年5月21日に株式交換契約

を締結し、当社は平成19年6月28日開

催の本定時株主総会での承認決議を経

て、平成19年10月1日付けで、株式交

換を行う予定です。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    持株会社体制への移行は、横河ブリッ

ジを分割会社、株式会社横河橋梁を承

継会社とする分社型吸収分割により持

株会社体制に移行した後、平成19年10

月１日を効力発生日として、当該持株

会社を完全親会社、当社が完全子会社

となる株式交換により行います。ま

た、現横河ブリッジは株式会社横河ブ

リッジホールディングスに、株式会社

横河橋梁は株式会社横河ブリッジに商

号変更を予定しております。 

  株式交換比率につきましては、本件

株式交換の効力発生日の前日の当社の

終株主名簿に記録または記載された

当社の株主に対し、その所有する当社

の普通株式１株に対して、横河ブリッ

ジの普通株式0.73株の割合をもって割

当交付する予定であります。 

 この当該株式交換比率は、算定の根

拠となる諸条件に重大な変更が生じた

場合には、当事者間の協議により、変

更されることがあります。 

また、平成19年10月１日を効力発生日

とする株式交換にともない、完全子会

社となる当社の普通株式は、平成19年

9月25日をもって東京証券取引所第二

部を上場廃止となる予定です。なお、

完全親会社となる株式会社横河ブリッ

ジホールディングスは、従来どおり東

京証券取引所第一部に継続上場いたし

ます。 

 ２．株式交換完全親会社の概要 

(1)商号 株式会社横河ブリッジ 

(平成19年8月1日に「株式会社横河ブ 

リッジホールディングス」に商号変更

の予定) 

(2)住所 東京都港区芝浦四丁目4番 

44号 

(3)代表者 代表取締役社長 佐々木 

恒容 

(4)事業内容 グループ全体の戦略策定

ならびに経営管理機能 

(5)資本金  9,435百万円（平成19年3

月31日現在） 

(6)純資産 42,153百万円（平成19年3

月31日現在） 

(7)総資産 60,908百万円（平成19年3

月31日現在） 



(2）【その他】 

      平成19年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

     (イ) 中間配当による配当金の総額          73,178千円 

      (ロ) １株あたりの金額               ５円00銭 

      (ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日      平成19年12月７日 

     (注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第47期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書  

    平成19年４月９日関東財務局長に提出 

      企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２(株式交換)に基づく臨時報告書であります。 

  

(3) 訂正報告書  

     平成19年５月22日関東財務局長に提出 

      平成19年４月９日提出の臨時報告書(株式交換)に係る訂正報告書であります。 

     平成19年９月20日関東財務局長に提出 

      平成19年６月28日提出の有価証券報告書及びその添付書類に係る訂正報告書であります。 

  

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年４月６日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日）平成19年５月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）平成19年６月７日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年６月30日）平成19年７月６日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年７月31日）平成19年８月６日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年８月１日 至 平成19年８月31日）平成19年９月６日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年９月１日 至 平成19年９月30日）平成19年10月５日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月15日  

横河工事株式会社 
     

取 締 役 会 御中  

  監査法人 保森会計事務所  

 
代 表 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 廣瀬 哲也  印 

 
代 表 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 横山  博  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横河工

事株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、横河工事株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月14日  

横河工事株式会社 
     

取 締 役 会 御中  

  監査法人 保森会計事務所  

 
代 表 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 廣瀬 哲也  印 

 
代 表 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 横山  博  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる横河工事株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、横河工事株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

（追記情報） 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．完成工事高の計上基準」に記載されているとおり、会社は、工

事進行基準の適用範囲を変更した。 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年10月１日に株式交換により株式会社横河ブリッジホールディングス

の完全子会社となった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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